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証券コード 3176
　

2019年11月28日
　
株 主 各 位
　

東京都千代田区神田錦町二丁目11番地

三 洋 貿 易 株 式 会 社
代表取締役社長 新 谷 正 伸

　

第73期定時株主総会招集ご通知
　

拝啓 平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。

　さて、当社第73期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くださいますよ

うご通知申し上げます。

　なお、当日ご出席願えない場合は、書面またはインターネット等によって議決権を行使するこ

とができますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討いただき、３ページから４ペ

ージに記載の「議決権行使に関するご案内」に従って2019年12月18日（水曜日）午後５時15

分までに議決権を行使していただきたくお願い申し上げます。

敬 具
記

　
1. 日 時 2019年12月19日（木曜日）午前10時

（受付開始時刻 午前９時）
2. 場 所 東京都千代田区大手町一丁目４番１号

　 ＫＫＲホテル東京11階
　 「孔雀の間」
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3. 会議の目的事項
報 告 事 項 （1）第73期（2018年10月１日から2019年９月30日まで）事業報告および連

結計算書類ならびに会計監査人および監査等委員会の連結計算書類監査結果
報告の件

（2）第73期（2018年10月１日から2019年９月30日まで）計算書類報告の件
決 議 事 項
第１号議案 取締役（監査等委員である者を除く。）６名選任の件
第２号議案 監査等委員である取締役３名選任の件
第３号議案 補欠の監査等委員である取締役１名選任の件
第４号議案 取締役（監査等委員である者を除く。）の報酬額改定の件

　
以 上

　
　
　
　
　

　
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますよう
お願い申し上げます。また、議事資料として本冊子をご持参くださいますようお願い申し上げま
す。
なお、株主総会参考書類ならびに事業報告、計算書類および連結計算書類に記載すべき事項を修
正 す る 必 要 が 生 じ た 場 合 は、 修 正 後 の 事 項 を 当 社 ホ ー ム ペ ー ジ

（https://www.sanyo-trading.co.jp）に掲載いたしますのでご了承ください。
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■ 議決権行使に関するご案内

当日出席される方へ
同封の議決権行使書用紙を会場受付へご提出ください。（受付開始：午前９時）
資源節約のため本招集ご通知をご持参ください。

　

書面により議決権を行使される方へ
同封の議決権行使書用紙に賛否をご表示のうえ、ご投函ください。
各議案に賛否の表示がない場合は、賛成の意思表示をされたものとしてお取り扱
いいたします。

【2019年12月18日（水曜日）午後５時15分到着分まで有効】
　

インターネット等により議決権を行使される方へ
議決権行使サイト（https://www.tosyodai54.net）にアクセスしてご行使くだ
さい。
議決権行使書用紙に記載された「議決権行使コード」および「パスワード」をご
利用いただき、画面の案内に従って賛否をご入力ください。

【2019年12月18日（水曜日）午後５時15分受付分まで有効】
　
１．株主総会当日、代理人により議決権を行使される場合は、当社の議決権を有する他の株主様１名に委任することができます。この

場合は、株主様ご本人の議決権行使書とともに、代理権を証する書面をご提出ください。
２．インターネット等により複数回数、議決権を行使された場合は、最後の行使を有効な行使としてお取り扱いいたします。
３．書面とインターネット等の両方で議決権を行使された場合は、インターネット等による行使を有効な行使としてお取り扱いいたし

ます。
　

インターネット等による議決権行使のご注意事項
　

● パソコン、スマートフォンをご利用いただけます。
インターネット接続にファイアーウォール等を使用されている場合、アンチウイルスソフトを設定されている場合、proxyサーバー
をご利用の場合等、株主様のインターネット利用環境によっては、ご利用できない場合もございます。

● 携帯電話を用いたインターネットではご利用いただけませんのでご了承ください。
● インターネット等により議決権を行使される場合は、議決権行使書用紙右片に記載の議決権行使コードおよびパスワードが必要と

なります。今回ご案内するパスワードは、本株主総会に関してのみ有効です。なお、パスワードは一定回数以上間違えますとロッ
クされ使用できなくなります。パスワードの再発行を希望される場合は、議決権行使サイトの画面の案内に従ってお手続きくださ
い。

● インターネットに関する費用（プロバイダー接続料金、通信料等）は、株主様のご負担となります。
　

■ 機関投資家の皆様へ
議決権行使の方法として、事前に申し込まれた場合には、株式会社ICJが運営する機関投資家向け議決権電子行
使プラットフォームをご利用いただけます。
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※ QRコードは、株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

スマートフォン用議決権行使ウェブサイト
          『スマート行使®』の使い方

議決権再行使のお手続き方法について

❶ 「スマート行使」でのスマートフォン等の操作方法に関する
お問い合わせ

 東京証券代行ウェブサポート  専用ダイヤル
  0120-88-0768
 受付時間 9:00～21:00

❷ その他のご照会
ア. 証券会社に口座をお持ちの株主様
 お取引の証券会社あてお問い合わせください。
イ. 証券会社に口座のない株主様（特別口座の株主様）

 東京証券代行株式会社　事務センター
  0120-49-7009
 受付時間 9:00～17:00 土日休日を除く

お問い合わせ

一度議決権を行使した後で行使内容
を変更される場合、再度QRコードを
読み取り、議決権行使書用紙に記載
の「議決権行使コード」「パスワード」
をご入力いただく必要があります
（パソコンから、議決権行使ウェブサ
イトhttps://www.tosyodai54.net
へ直接アクセスして行使いただくこ
とも可能です）。

〈PC向け議決権行使ウェブサイト〉
https://www.tosyodai54.net へ遷移します。

議決権行使書用紙左下に記載された
「議決権行使コード」を入力してログイ
ン後、「パスワード」を入力

画面の案内に従って各議案
の賛否をご入力ください。

表示されたURLを開くと議決権行使
ウェブサイト画面が開きます。
議決権行使方法は2つあります。

ステップ 1 ステップ 4ステップ 2
ステップ 3

同封の議決権行使書用紙の右下「スマートフォン
用議決権行使ウェブサイトログインQRコード」を
スマートフォンかタブレット端末で読み取ります。

確認画面で問題なければ
「この内容で行使する」ボ
タンを押して行使完了！

一度議決権を行使した後で行使内容を変更される場合、「議決権行使コード」「パスワード」をご入力いただく必要があります。ご確認ください！
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（添付書類）
　

第 73 期 事 業 報 告
　

（2018
2019

年
年

10
９

月
月

１
30

日から
日まで）

　
1. 当社グループの現況に関する事項

（1）事業の経過およびその成果
　当連結会計年度におけるわが国経済は、輸出や設備投資の一部で弱さが見られるものの、雇
用・所得環境の改善が続く中で個人消費に持ち直しの動きが見られ、引き続き緩やかな回復が続
いています。一方で、米中貿易摩擦や中国経済の動向、英国のＥＵ離脱、１０月の消費税引き上
げの影響など先行きの不透明感が増しています。
　このような事業環境のもと、当社グループでは化成品・機械資材関連を中心とする得意分野で
の収益強化を図るほか、新たな長期計画「VISION2023」に沿って、有望分野への投資をより
積極化すること、ライフサイエンス・再生可能エネルギー関連分野などの新規分野に注力するこ
と、海外展開をより強化することにより、グループを挙げて業績の向上に努めてまいりました。
　新規投資としては、既存ビジネスとのシナジーによる業容拡大を目指して、耐蝕ポンプの製造
販売およびメンテナンスを手掛ける新東洋機械工業㈱を買収したことに加え、機能性飼料原料と
飼料添加物輸入商社の㈱ワイピーテックを買収することを決定いたしました。
　この結果、当連結会計年度の売上高は83,230百万円（前連結会計年度比6.1％増）、営業利益
は5,871百万円（同11.6％増）、経常利益は6,075百万円（同9.0％増）、親会社株主に帰属する
当期純利益は4,018百万円（同10.5％増）となりました。
　

（2）セグメント別の状況
　当連結会計年度より、報告セグメントとして記載する事業セグメントを変更しています。従来
コスモス商事㈱と㈱ケムインターを国内子会社セグメントとしていましたが、当セグメントを廃
止し、コスモス商事㈱は機械資材セグメントに、㈱ケムインターは化成品セグメントにそれぞれ
含めています。なお、当連結会計年度の比較・分析は変更後の区分にもとづいています。

化成品
　ゴム関連商品は、主力の合成ゴムは堅調でしたが、仕入価格の上昇や米中貿易摩擦に伴うアジ
ア景気の減速などにより、第2四半期以降、家電・情報機器向けの副資材および輸出が低調でし
た。化学品関連商品では、染料やアジア向け輸出関連などが好調に推移しましたが、中国の環境
規制に起因して主力の塗料・インキ関連の高付加価値商材が低調でした。
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　この結果、化成品の売上高は31,092百万円（前連結会計年度比1.3％増）、営業利益は1,577
百万円（同20.2％減）となりました。

機械資材
　産業資材関連商品では、自動車内装用部品の販売が好調に推移しました。シート周辺部材では
快適性志向の高まりを背景とした高機能性部品の採用車種増加により、前期に引き続き好調に推
移しました。機械・環境関連商品は、粉体関連機器が堅調に推移し、木質バイオマス関連機器も
５月に北海道で大型バイオマス熱電併給施設が本格稼働しました。科学機器関連商品は、主力の
摩擦摩耗試験機およびバイオ関連機器が低調でした。資源開発関連商品は海洋開発や石油ガスの
プロジェクトを牽引役として堅調に推移しました。
　この結果、機械資材の売上高は32,993百万円（前連結会計年度比18.0％増）、営業利益は
4,039百万円（同29.2％増）となりました。
　

海外現地法人
　Sanyo Corporation of Americaは、高機能性樹脂は堅調でしたが、フィルム関連商品は低
調でした。三洋物産貿易（上海）有限公司は、自動車内装用部品の販売が好調に推移しました。
Sanyo Trading Asia Co., Ltd.(タイ）は、自動車内装用部品およびゴム関連商品が堅調に推移
しました。Sanyo Trading (Viet Nam) Co., Ltd.は、期待していた建材関連商品が伸び悩み低
調でした。Sun Phoenix Mexico, S.A. de C.V.は、自動車内装用部品の販売が堅調に推移しま
した。
　この結果、海外現地法人の売上高は18,950百万円（前連結会計年度比3.4％減）、営業利益は
880百万円（同0.1％増）となりました。
　

セグメント別売上高
　

区 分
第72期（2018年９月期） 第73期（2019年９月期） 前期比

増 減売上高 構成比 売上高 構成比
百万円 ％ 百万円 ％ ％

化 成 品 30,702 39.2 31,092 37.4 1.3
機 械 資 材 27,955 35.7 32,993 39.6 18.0
海 外 現 地 法 人 19,610 25.0 18,950 22.8 △3.4
そ の 他 181 0.1 193 0.2 7.0

合 計 78,450 100.0 83,230 100.0 6.1
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（3）当社グループが対処すべき課題
　当社を取り巻く環境については、米中貿易摩擦や金融資本市場の変動の影響等の不透明要因が
あります。
　当社ではこれらのリスク要因は、新しい事業機会をもたらすチャンスでもあると捉えており、
永年培った強みを通じて外部環境の変化に、柔軟かつ迅速に対応することが課題と認識していま
す。
　当社では、昨年に再構築した経営理念にもとづき、企業価値の継続的拡大を追求するための指
針として、2023年９月期達成を目標にした「VISION2023」を成長戦略として、以下の７項目
を推進してまいります。
　
① 最適解への挑戦

　経営理念、事業理念、行動指針にもとづき、スローガンである最適解の提供に挑戦する企
業体質を構築します。

② 企業基盤の強化
　自由闊達な社風、柔軟な組織、法令順守を堅持し，IT活用、ESG対応、財務基盤の強化を
推進します。

③ 人材への投資
　社員教育や研修を充実させ、働き甲斐や安全・健康の促進、柔軟で多様な人材活用など、
人への投資を強化します。

④ 事業領域の深化
　主要事業領域（ドメイン）に加え、ニッチな分野において付加価値の高いビジネスを追求
し深化させます。

⑤ 新規ビジネスの開拓
　2023年までに実現可能な新規ビジネスをプロジェクト化し、推進します。

⑥ グローバル展開の加速
　米国、中国、タイをハブとしたグローバル展開を加速し、海外拠点において売上高年率
10%の成長を目指します。

⑦ 新規投資案件の推進
　当社事業領域（ドメイン）に関連し、１)既存事業とのシナジー、２)将来の成長性、３)グ
ローバル展開に寄与する投資案件に積極的に取り組みます。
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（4）設備投資の状況
　当連結会計年度における設備投資の総額は126,353千円であり、主要なものはコンピュータ
ー基幹システムの開発等によるものです。なお、当連結会計年度において重要な設備の除却、売
却等はありません。
　

（5）資金調達の状況
　特に記載すべき事項はありません。
　

（6）事業の譲渡、吸収分割または新設分割の状況
　特に記載すべき事項はありません。
　

（7）事業の譲受けの状況
　特に記載すべき事項はありません。
　

（8）他の会社の株式その他持分または新株予約権等の取得または処分の状況
　当社は、2019年５月31日付で新東洋機械工業株式会社の全株式を取得し、同社を子会社とし
ました。
　

（9）吸収合併または吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況
　特に記載すべき事項はありません。
　

（10）財産および損益の状況の推移
（単位：百万円）

　

区 分 第70期
2016年９月期

第71期
2017年９月期

第72期
2018年９月期

第73期
（当連結会計年度）

売 上 高 59,908 67,738 78,450 83,230
経 常 利 益 4,274 5,270 5,575 6,075
親会社株主に帰属する当期純利益 2,757 3,351 3,635 4,018
１株当たり当期純利益 192.79円 234.20円 253.99円 280.73円
総 資 産 32,455 38,987 41,606 43,731
純 資 産 20,954 24,600 26,756 29,343
（注）「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号2018年２月16日）等を当連結会計年

度の期首から適用しており、第72期に係る総資産については、当該会計基準を遡って適用した後の数値
となっています。
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（11）主要な事業内容
　ゴム類、化学品類、自動車部品、機械器具、精密測定機器および分析機器、その他各種商品の
輸出入および国内販売ならびに不動産賃貸業
　

（12）主要拠点等
本社 東京
支店/事務所 大阪、名古屋 / 広島
海外 ニューヨーク、デトロイト、イラプアト（メキシコ）、上海、広州、天津、

香港、バンコク、ホーチミン、ハノイ、グルガオン（インド）、ジャカルタ、
シンガポール、デュッセルドルフ

　
（13）従業員の状況

① 当社グループの従業員の状況
　

従業員数 前連結会計年度末比増減
名 名

368 +19
　

（注）1. 従業員数は就業人員です。
2. 従業員数には臨時従業員（派遣社員、パートタイマーおよび短期アルバイト社員）は含んでいませ

ん。
　

② 当社の従業員の状況
　

従業員数 前期末比増減 平均年齢 平均勤続年数
名 名 歳 年

224 +13 40.46 10.18
　

（注）1. 従業員数は就業人員です。
2. 従業員数には国内・海外への出向者は含んでいません。
3. 従業員数には臨時従業員（派遣社員、パートタイマーおよび短期アルバイト社員）は含んでいませ

ん。
　

宝印刷株式会社 2019年11月14日 09時53分 $FOLDER; 9ページ （Tess 1.50(64) 20181220_01）



招
集
ご
通
知

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類
等

計
算
書
類
等

株
主
総
会
参
考
書
類

― 10 ―

（14）主要な借入先
　

借 入 先 借入額（残高）
百万円

株 式 会 社 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 794
株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 262
三 井 住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社 80
明 治 安 田 生 命 保 険 相 互 会 社 70
農 林 中 央 金 庫 52

　
（15）重要な子会社の状況

　

会 社 名 資本金 出資比率 主要な事業内容

Sanyo Corporation of America 千米ドル
*1 5,000 100.0％ 各種商品の輸出入および現地販売

三洋物産貿易（上海）有限公司 千RMB
*1 6,614 100.0％ 各種商品の輸出入および現地販売

Sanyo Trading Asia Co., Ltd. 千THB
228,600 *2 100.0％ 各種商品の輸出入および現地販売

三洋機械工業株式会社 千円
12,000 100.0％ 一般機械の設計、製作、加工および修理

ならびに販売

コスモス商事株式会社 千円
100,000 100.0％ 資源エネルギー開発機器の輸入販売

株式会社ケムインター 千円
12,960 76.8％ 化学品の輸出入および国内販売

日本ルフト株式会社 千円
10,000 100.0％ 医療機器の開発・製造販売、

医療機器および理化学機器の輸入販売

Sanyo Trading（Viet Nam）Co., Ltd. 千VND
32,039,200 100.0％ 各種商品の輸出入および現地販売

日本フリーマン株式会社 千円
10,000 100.0％ 精密鋳造用副資材、型材等の輸入販売

Sun Phoenix Mexico, S.A. de C.V. 千MXN
12,000 *2 100.0％ 各種商品の輸出入および現地販売

　

（注）*1 資本金および資本準備金相当額の合計を記載しています。
*2 子会社による所有を含む比率を表示しています。
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2. 会社の概況（2019年９月30日現在）
（1）会社の株式に関する事項

① 発行可能株式総数 40,000,000株
② 発行済株式の総数 14,503,854株
③ 株主の総数 3,333名
④ 大株主

　

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社
（信託口） 1,722,800株 12.03％

東亞合成株式会社 748,665株 5.23％
玉木 廸 575,187株 4.02％
株式会社三菱ＵＦＪ銀行 568,742株 3.97％
株式会社三井住友銀行 568,742株 3.97％
三井住友信託銀行株式会社 568,000株 3.97％
東銀リース株式会社 564,240株 3.94％
三井住友海上火災保険株式会社 530,762株 3.71％
日本マスタートラスト信託銀行株式会社
（信託口） 457,400株 3.20％

明治安田生命保険相互会社 337,664株 2.36％
　

（注） 持株比率算出については、自己株式（188,314株）を控除しています。
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（2）会社の新株予約権等に関する事項
① 新株予約権の内容の概要

　

名 称
発行決議日

新株予約権
の数

目的である
株式の種類
および数

新株予約権の
払込金額

新株予約権の
行使価額 権利行使期間 新株予約権

の対象者

第１回
株式報酬型
新株予約権
（2014年
２月12日）

323個
普通株式

32,300株

１個当たり
55,600円

（１株当たり
556円）

１個当たり
100円

（１株当たり
１円）

2014年
２月28日～
2044年
２月27日

取締役
および

執行役員

第２回
株式報酬型
新株予約権
（2015年
２月10日）

179個
普通株式

17,900株

１個当たり
99,800円

（１株当たり
998円）

１個当たり
100円

（１株当たり
１円）

2015年
２月26日～
2045年
２月25日

取締役
および

執行役員

第３回
株式報酬型
新株予約権
（2016年

２月５日）

193個
普通株式

19,300株

１個当たり
72,900円

（１株当たり
729円）

１個当たり
100円

（１株当たり
１円）

2016年
２月23日～
2046年
２月22日

取締役
および

執行役員

第４回
株式報酬型
新株予約権
（2017年

２月７日）

146個
普通株式

14,600株

１個当たり
118,800円

（１株当たり
1,188円）

１個当たり
100円

（１株当たり
１円）

2017年
２月23日～
2047年
２月22日

取締役
および

執行役員

第５回
株式報酬型
新株予約権
（2018年

２月７日）

86個
普通株式

8,600株

１個当たり
157,700円

（１株当たり
1,577円）

１個当たり
100円

（１株当たり
１円）

2018年
２月23日～
2048年
２月22日

取締役
および

執行役員

第６回
株式報酬型
新株予約権
（2019年

２月７日）

160個
普通株式

16,000株

１個当たり
138,200円

（１株当たり
1,382円）

１個当たり
100円

（１株当たり
１円）

2019年
２月23日～
2049年
２月22日

取締役
および

執行役員
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② 当事業年度の末日において当社役員が保有する職務執行の対価として交付した新株予約権
の状況

　

区分 発行回次 個数 目的となる株式の
種類および数 保有者数

取締役
（監査等委員を除く） 第１回株式報酬型

新株予約権
171個 普通株式 17,100株 4名

取締役
（監査等委員） 11個 普通株式 1,100株 1名

取締役
（監査等委員を除く） 第２回株式報酬型

新株予約権
105個 普通株式 10,500株 4名

取締役
（監査等委員） 8個 普通株式 800株 1名

取締役
（監査等委員を除く） 第３回株式報酬型

新株予約権
120個 普通株式 12,000株 4名

取締役
（監査等委員） 28個 普通株式 2,800株 1名

取締役
（監査等委員を除く） 第４回株式報酬型

新株予約権
84個 普通株式 8,400株 4名

取締役
（監査等委員） 20個 普通株式 2,000株 1名

取締役
（監査等委員を除く）

第５回株式報酬型
新株予約権 64個 普通株式 6,400株 4名

取締役
（監査等委員を除く）

第６回株式報酬型
新株予約権 139個 普通株式 13,900株 4名

　

（注）社外取締役には新株予約権を付与していません。
　

③ 当事業年度中に当社使用人等に対して職務執行の対価として交付した新株予約権の状況
　

区分 発行回次 個数 目的となる株式の
種類および数 交付者数

執行役員
（海外居住者を除く）

第６回株式報酬型
新株予約権 21個 普通株式 2,100株 ４名

　

（注）執行役員には取締役兼務者は含みません。
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（3）会社役員に関する事項
① 2019年９月30日現在の取締役

　

地 位 氏 名 担当および重要な兼職の状況
取 締 役 会 長 増 本 正 明
代 表 取 締 役 社 長 新 谷 正 伸
取 締 役 中 村 浩 人 事業部門担当兼ゴム事業部長
取 締 役 白 井 浩 管理部門担当

取 締 役 宮 嶋 之 雄 株式会社ゼンショーホールディングス 社外取締役（監査等委
員）

取 締 役
（常勤監査等委員） 高 須 淳

取 締 役
（監 査 等 委 員） 山 田 洋之助 山田・合谷・鈴木法律事務所 代表パートナー

三菱倉庫株式会社 社外監査役

取 締 役
（監 査 等 委 員） 長谷川 麻 子 長谷川公認会計士事務所 代表

　

（注）1. 宮嶋之雄氏、山田洋之助氏および長谷川麻子氏は社外取締役です。
2. 取締役宮嶋之雄氏、取締役（監査等委員）山田洋之助氏および長谷川麻子氏は金融商品取引所の定

めにもとづく独立役員です。
3. 取締役（監査等委員）長谷川麻子氏は公認会計士であり、財務および会計に関する相当程度の知見

を有しています。
4. 社外取締役が兼務している他の法人等と当社との間には、重要な関係はありません。
5. 取締役高野学氏は2018年12月20日開催の定時株主総会終結の時をもって任期満了し、退任しまし

た。
6. 取締役（監査等委員）が法令に定める員数を欠く場合に備え、取締役（監査等委員）の補欠者に杉

田喜逸氏が選任されました。
7. 取締役（監査等委員）高須淳氏は常勤の監査等委員です。常勤の監査等委員を選定している理由に

つきましては、社内の事情に精通し、容易に会社情報を収集できる者が執行役員会等の取締役会以
外の重要な会議に出席したり、内部監査部門との連携を密に図ること等により得られた情報を監査
等委員全員で共有し、取締役会に対する監査・監督の実効性を高めるためです。

　
② 責任限定契約の内容の概要

　当社と宮嶋之雄氏、高須淳氏、山田洋之助氏、長谷川麻子氏は会社法第427条第１項の
規定にもとづき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しています。
当該契約にもとづく損害賠償責任の限度額は、会社法第425条第1項に定める最低責任限
度額としています。
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③ 取締役の報酬等の総額
取締役（監査等委員を除く。）６名 168,149千円
取締役（監査等委員）３名 28,950千円

　

（注）1. 上記報酬等の額には、当事業年度に係る役員賞与51,000千円が含まれています。
2. 上記の取締役の報酬等の支払額には、ストックオプションによる報酬額19,209千円が含まれてい

ます。
3. 上記のうち社外役員３名に対する報酬は17,550千円です。

　
④ 社外役員に関する事項

　

区 分 氏 名 主な活動状況

取 締 役 宮 嶋 之 雄 当期開催の取締役会15回のうち全てに出席し、主に経営者
としての経験からの発言を行っています。

取 締 役
（監 査 等 委 員） 山 田 洋之助

当期開催の取締役会15回のうち14回に出席し、また、当
期開催の監査等委員会15回のうち全てに出席し、主に弁護
士としての専門的見地からの発言を行っています。

取 締 役
（監 査 等 委 員） 長谷川 麻 子

当期開催の取締役会15回のうち全てに出席し、また、当期
開催の監査等委員会15回のうち全てに出席し、主に公認会
計士としての専門的見地からの発言を行っています。

　
⑤ 執行役員

＊社 長 執 行 役 員 新 谷 正 伸
＊執 行 役 員 事業部門担当兼ゴム事業部長 中 村 浩 人
＊執 行 役 員 管理部門担当 白 井 浩

執 行 役 員 Sanyo Corporation of America社長 棚 橋 直 樹
執 行 役 員 機械・環境事業部長 進 藤 健 一
執 行 役 員 コスモス商事(株)社長 浜 邦 彦
執 行 役 員 産業資材事業部長 平 澤 光 康
執 行 役 員 科学機器事業部長 堀 内 正 秀

　

（注） ＊印の執行役員は取締役を兼務しています。
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（4）会計監査人に関する事項
① 名 称 EY新日本有限責任監査法人

　
② 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

　

支 払 額
当事業年度に係る会計監査人に対する報酬等の額 36,000千円
当社および当社子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の
利益の合計額 36,000千円

　

（注）1. 当社と会計監査人との間の監査契約においては、会社法にもとづく監査と金融商品取引法にもとづ
く監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できないことから、当事業年度
に係る報酬等の額にはこれらの合計額を記載しています。

2. 当社の重要な子会社のうち、Sanyo Corporation of America、三洋物産貿易（上海）有限公司、
Sanyo Trading Asia Co., Ltd.、Sanyo Trading（Viet Nam）Co., Ltd. お よ び Sun Phoenix
Mexico, S.A. de C.V.は当社の会計監査人以外の公認会計士または監査法人の監査またはレビュー
を受けています。

3. 当社監査等委員会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況および報酬見積りの
算出根拠等について、その適切性・妥当性を検証した結果、上記の報酬等の額は合理的なものであ
ると判断し、同意しました。

③ 会計監査人の解任または不再任の決定の方針
　当社監査等委員会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目のいずれか
に該当すると認められる場合、監査等委員全員の同意により、会計監査人を解任します。
この場合、監査等委員会が選定した監査等委員は、解任後最初に招集される株主総会にお
いて、会計監査人を解任した旨およびその理由を報告します。
　また、監査等委員会は、上記のほか、会計監査人の適格性、独立性を害する事由の発生
により、適正な監査の遂行が困難であると認められる場合、株主総会に提出する会計監査
人の解任または不再任に関する議案の内容を決定します。

　

宝印刷株式会社 2019年11月14日 09時53分 $FOLDER; 16ページ （Tess 1.50(64) 20181220_01）



― 17 ―

（5）内部統制システム体制について
　当社グループは以下のとおり内部統制システムを構築・運用しています。
　また、内部統制システムは法令改正や経営環境の変化に対応し、継続して見直しを図り、その
改善に努めていきます。
　
Ⅰ．企業集団の業務の適正を確保するための体制

1. 当社および当社子会社の取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合するこ
とを確保するための体制

① 当社および当社子会社の役職員が経営理念にもとづき、法令・定款に準拠した行動をと
るための規範として「三洋貿易グループ行動基準マニュアル」を制定しています。この
実効性を担保するため、社長がコンプライアンス担当取締役を定めるほか、「コンプラ
イアンス規程」に則り「コンプライアンス委員会」を設置し、法令遵守に対する全社的
取り組みを横断的に統括する体制を構築し、定期的にその状況を取締役会に報告するこ
ととしています。
子会社においては、「子会社管理規程」ならびに「決裁権限基準」等にもとづき当社取
締役会・主管部門への定期的報告ならびに執行役員会への出席等を通じて定期的にその
状況を報告できる体制を整備しています。また、関係規程に定められた内容によっては
当社取締役会にて決裁を行うこと等により法令等への適合性を確保しています。

② 内部監査室は、当社および当社子会社の業務活動が法令、社内規程、一般の取引慣行等
に従って効率的に運営されているかについて監査を実施し、その結果を取締役へ報告し
ています。

③ 法令または社会規範に反する行為またはそのおそれのある行為を発見した場合の内部通
報窓口として社内においては「コンプライアンス委員会」を、外部においては第三者

（弁護士）を設定し、運営しています。この場合の通報者には不利益な取扱いを受けな
いよう社内規程を制定し当該報告者を保護しています。

　
2. 当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制

　取締役会資料・同議事録をはじめとする重要文書、電磁的記録は「文書取扱規程」等社
内規程に定めるところに従い保存・管理を行い、取締役が必要に応じ適宜これらを閲覧で
きる体制を整備しています。
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3. 当社および当社子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　業務遂行から生ずる様々なリスクを可能な限り統一的尺度で総合的に把握したうえで、
経営の安全性を確保しつつ株主価値の極大化を追求するため、総合的なリスク管理を行っ
ています。
　具体的には当社では「リスク管理規程」に則り、リスクの種類に応じた責任部署を定
め、リスクを網羅的・総合的に管理することにより管理体制を明確化しています。社長が
リスク管理担当取締役を定めるほか、「リスク管理委員会」を設置し、当社が業務上の必
要性に応じて保有する諸リスクおよび事業継続のため回避すべきリスクを総合的にモニタ
リングし、リスクの変化に迅速に対処するとともに、回避すべきリスクが現実となった場
合の対応策等を含めた総合的リスク管理の状況を定期的に取締役会に報告する体制として
います。子会社においては、「リスク管理規程」により必要に応じ、子会社代表等からの
聴取を通じて、損失に備える体制を整備しています。

　
4. 当社および当社子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体

制
　当社グループの経営目標を定めるとともに経営計画を策定し、計画と計画達成に向けた
進捗状況を対比・検証する体制を構築しています。
　取締役会の決定にもとづく職務の執行を効率的に行うため、各取締役および執行役員に
委任された事項については、「組織規程」、「職務権限規程」、「決裁権限基準」等の社内規
程にもとづきその職務を分担しています。
　関連諸規程を都度見直すことにより権限委譲体制を整備し意思決定ルールの明確化を図
るとともに、併せて相互牽制システムの一層の拡充を図ることにより、取締役の職務の執
行が組織的に適正かつ効率的に行われることを確保する体制としています。子会社におい
ては、当社グループの経営目標に沿った経営計画を策定させたうえで、進捗状況を対比・
検証しています。

　
5. 当社および当社子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制

　当社グループとしての業務の適正を確保するため、グループ共通の経営理念の統一を図
るほか、当社と当社子会社が連携と協力のもとに当社グループの総合的な事業の発展と繁
栄を図るための基本事項を定めた「子会社管理規程」および「子会社管理に係わる決裁権
限基準」を策定し、子会社ごとに、当社における担当責任者を定め、事業の統括的な管理
を行うとともに子会社より適宜業務に関する報告を受ける体制としています。
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6. 監査等委員会の監査の実効性を確保するための体制
① 監査等委員会の職務を補助すべき取締役および使用人に関する事項

　監査等委員会の職務を補助すべき取締役および使用人については、当面これを置かな
い方針である旨監査等委員会より報告を受けています。

② 監査等委員会の職務を補助すべき取締役および使用人の独立性に関する事項
　前記①のとおりです。

③ 監査等委員会への報告に関する体制
　当社グループの取締役および使用人は法定の事項に加え、重要な会議における決議・
報告事項をはじめ、監査等委員でない取締役の職務の執行に係る重要な書類を監査等委
員会に回付するとともに、会社に重大な影響を及ぼすおそれのある事項については適宜
報告を行っています。また、当社子会社については、定期的に子会社経営者から報告を
受けるとともに内部監査室ならびに子会社監査役等との連携を通じて子会社の管理状況
を確認しています。

④ 監査等委員会に報告した者が当該報告をしたことを理由として不利な取り扱いを受けな
いことを確保するための体制
　当社グループでは、内部通報制度を制定し、監査等委員会に報告した者が当該報告を
理由として不利な取り扱いを受けないよう保護しています。

⑤ 監査等委員の職務の執行について生ずる前払い等の費用にかかる方針に関する事項
　監査等委員がその職務の執行に関して、費用の前払い等の請求を行った場合、職務の
執行に必要でないと認められた場合を除き、当該費用の前払い等を行っています。

⑥ 監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制
　取締役会、執行役員会、重要な会議等へ出席するとともに、代表取締役、会計監査人
および内部監査室等と適宜意見交換を行っています。
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7. 反社会的勢力に対する体制
① 反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方

　当社は、「反社会的勢力対応規程第３条」において「反社会的勢力に利益を供与する
ことはもちろん、反社会的勢力と関わること自体いかなる形であっても絶対にあっては
ならない。当社役員、社員は社会正義を貫徹し、顧客、市場、社会からの信頼を勝ち得
るべく、反社会的勢力の不当な介入を許すことなく、断固として排除する姿勢を示さな
ければならない。」ことを規定しています。

② 反社会的勢力排除に向けた整備の状況
　当社は、「三洋貿易グループ行動基準マニュアル」、「反社会的勢力チェックマニュア
ル」その他の規程を整備し、反社会的勢力排除に向けた行動指針を当社グループ全体に
示し、その徹底を図っています。

　
Ⅱ．企業集団の業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

当期における主な取り組みの状況は次のとおりです。
① コンプライアンス

　当社グループの全役職員を対象としたコンプライアンス研修を適宜実施するほか、経
営トップから全役職員に向けて、コンプライアンスの重要性や企業倫理の確立に向けた
メッセージを繰り返し発信するなど、コンプライアンス意識の向上に取り組みました。

② リスクマネジメント
　リスク管理委員会を適宜開催し、当社グループ全体のリスクマネジメントに関する課
題・対策について検討しました。また、その状況については、適宜取締役会に報告し協
議を行うなど、リスク管理の強化に取り組みました。

③ 内部監査・子会社管理
 「内部監査規程」にもとづき、当社グループの内部監査を実施しました。また、「子会
社管理規程」にもとづき、子会社の事業運営に関する重要な事項について適宜情報交
換、協議するなど、子会社の管理・支援の強化に取り組みました。

④ 財務報告に係る内部統制
　財務報告に係る内部統制につきましては、当社グループの事業環境に関わる様々なリ
スクの評価を行い、内部統制が有効かつ継続的に機能するよう、統制環境の整備、統制
活動の推進およびモニタリング等を実施しました。
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（6）株式会社の支配に関する基本方針
　特に定めていません。
　

（7）剰余金の配当等の決定に関する方針
　当社は、株主の皆様への利益還元を経営の最重要課題のひとつと考えています。長期にわたり
安定した配当を行うことを基本方針とし、継続的な企業価値の拡大に向けた一層の経営体質強化
とこれによる安定的な収益力の増強により、１株当たりの配当増額を目指して取り組んでいきま
す。
　また、内部留保資金につきましては、将来の成長分野への戦略的な投資や今後の海外事業の拡
大に活用していく方針です。
　当期の期末配当金につきましては、１株につき37円とさせていただきました。すでに、2019
年６月11日に実施済みの中間配当金１株当たり37円とあわせまして、年間配当金は１株当たり
74円となります。
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
（注） 本事業報告に記載の金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しています。
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連結貸借対照表
　

（2019年９月30日現在）
（単位：千円）

　

科 目 金 額 科 目 金 額
（資 産 の 部） （負 債 の 部）

流 動 資 産 36,376,150 流 動 負 債 13,228,323
現 金 及 び 預 金 4,548,545 支 払 手 形 及 び 買 掛 金 8,348,338
受 取 手 形 及 び 売 掛 金 16,440,959 短 期 借 入 金 1,189,283
電 子 記 録 債 権 1,038,506 １年内返済予定の長期借入金 50,000
た な 卸 資 産 12,820,020 未 払 金 414,407
そ の 他 1,560,079 未 払 法 人 税 等 1,103,870
貸 倒 引 当 金 △31,961 賞 与 引 当 金 21,669
固 定 資 産 7,355,095 そ の 他 2,100,753
有形固定資産 2,195,378 固 定 負 債 1,159,458

建 物 及 び 構 築 物 1,310,802 長 期 借 入 金 70,000
機 械 装 置 及 び 運 搬 具 130,362 繰 延 税 金 負 債 104,865
土 地 414,678 退 職 給 付 に 係 る 負 債 847,580
そ の 他 339,534 長 期 預 り 金 100,712
無形固定資産 891,038 そ の 他 36,299

の れ ん 269,804 負 債 合 計 14,387,782
そ の 他 621,233 （純 資 産 の 部）
投資その他の資産 4,268,678 株 主 資 本 28,344,078

投 資 有 価 証 券 3,261,750 資 本 金 1,006,587
長 期 貸 付 金 3,507 資 本 剰 余 金 405,231
繰 延 税 金 資 産 98,340 利 益 剰 余 金 27,113,375
そ の 他 905,957 自 己 株 式 △181,115
貸 倒 引 当 金 △876 その他の包括利益累計額 610,961

その他有価証券評価差額金 721,055
為 替 換 算 調 整 勘 定 △110,093
新 株 予 約 権 95,023
非支配株主持分 293,400
純 資 産 合 計 29,343,463

資 産 合 計 43,731,246 負 債 純 資 産 合 計 43,731,246
　

（注） 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しています。
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連結損益計算書
　

（2018
2019

年
年

10
９

月
月

１
30

日から
日まで）

（単位：千円）
　

科 目 金 額
売上高 83,230,247
売上原価 68,346,647
売上総利益 14,883,600
販売費及び一般管理費 9,011,747
営業利益 5,871,852
営業外収益

受取利息 11,699
受取配当金 76,838
為替差益 106,402
その他 74,529 269,469

営業外費用
支払利息 23,029
売上割引 9,920
その他 32,642 65,591
経常利益 6,075,730
特別利益

投資有価証券売却益 686
受取補償金 17,641 18,327

特別損失
災害による損失 30,551 30,551
税金等調整前当期純利益 6,063,506
法人税、住民税及び事業税 1,981,019
法人税等調整額 23,685 2,004,704
当期純利益 4,058,801
非支配株主に帰属する当期純利益 40,037
親会社株主に帰属する当期純利益 4,018,764

　

（注） 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しています。
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連結株主資本等変動計算書
　

（2018
2019

年
年

10
９

月
月

１
30

日から
日まで）

（単位：千円）
　

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 1,006,587 405,231 24,033,101 △180,813 25,264,106

連結会計年度中の変動額

剰余金の配当 　 　 △1,016,412 　 △1,016,412
親会社株主に帰属する
当期純利益 　 　 4,018,764 　 4,018,764

自己株式の取得 　 　 　 △302 △302

連結範囲の変動 　 　 77,921 　 77,921
株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純額） 　 　 　 　 　

連結会計年度中の変動額合計 － － 3,080,274 △302 3,079,971

当期末残高 1,006,587 405,231 27,113,375 △181,115 28,344,078
　

その他の包括利益累計額
新株予約権 非支配株主

持分
純資産
合計その他

有価証券
評価差額金

為替換算
調整勘定

その他の包括
利益累計額

合計
当期首残高 1,048,774 104,439 1,153,214 72,911 266,176 26,756,409

連結会計年度中の変動額

剰余金の配当 　 　 　 　 　 △1,016,412
親会社株主に帰属する
当期純利益 　 　 　 　 　 4,018,764

自己株式の取得 　 　 　 　 　 △302

連結範囲の変動 　 　 　 　 　 77,921
株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純額） △327,719 △214,533 △542,253 22,112 27,223 △492,917

連結会計年度中の変動額合計 △327,719 △214,533 △542,253 22,112 27,223 2,587,054

当期末残高 721,055 △110,093 610,961 95,023 293,400 29,343,463
　

（注） 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しています。
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連結注記表
　

　
（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等）
1. 連結の範囲に関する事項
（1）連結子会社の数 10社

連結子会社の名称
Sanyo Corporation of America
三洋機械工業㈱
コスモス商事㈱
三洋物産貿易（上海）有限公司
㈱ケムインター
Sanyo Trading Asia Co., Ltd.
日本ルフト㈱
Sanyo Trading (Viet Nam) Co., Ltd.
日本フリーマン㈱
Sun Phoenix Mexico, S.A. de C.V.

Sun Phoenix Mexico, S.A. de C.V.は、当社グループにおける重要性が増したため、当
連結会計年度より連結子会社となりました。

（2）非連結子会社の数 ９社
非連結子会社の名称

三洋東知（上海）橡胶有限公司
三洋古江サイエンス㈱
Sanyo Trading India Private Limited
三洋物産貿易（香港）有限公司
PT. Sanyo Trading Indonesia
Singapore Sanyo Trading Pte. Ltd.
Sanyo Trading（Thailand）Co., Ltd.
アズロ㈱
新東洋機械工業㈱

宝印刷株式会社 2019年11月14日 09時53分 $FOLDER; 25ページ （Tess 1.50(64) 20181220_01）



招
集
ご
通
知

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類
等

計
算
書
類
等

株
主
総
会
参
考
書
類

― 26 ―

非連結子会社９社は、いずれも総資産、売上高、当期純損益および利益剰余金等に及ぼす
影響が軽微であり、かつ全体としても重要性がないため、連結の範囲から除外していま
す。

2. 持分法の適用に関する事項
（1）持分法を適用した会社はありません。
（2）持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社の名称

子会社
三洋東知（上海）橡胶有限公司
三洋古江サイエンス㈱
Sanyo Trading India Private Limited
三洋物産貿易（香港）有限公司
PT. Sanyo Trading Indonesia
Singapore Sanyo Trading Pte. Ltd.
Sanyo Trading（Thailand）Co., Ltd.
アズロ㈱
新東洋機械工業㈱

関連会社
合同会社ふじおやまパワーエナジー

持分法非適用会社は、それぞれ当期純損益および利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であ
り、かつ全体としても重要性がないため、持分法の適用から除外しています。

　
3. 連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社のうち、三洋物産貿易（上海）有限公司、日本フリーマン㈱および Sun
Phoenix Mexico, S.A. de C.V.を除き決算日は連結決算日と一致しています。
三洋物産貿易（上海）有限公司および Sun Phoenix Mexico, S.A. de C.V.の決算日は12
月31日であり、連結決算日現在で本決算に準じた仮決算を行った計算書類を基礎とする方
法を採用しています。日本フリーマン㈱の決算日は２月28日であり、８月31日において本
決算に準じた仮決算を行った計算書類を使用し、連結決算日との差異期間における重要な取
引については、連結上必要な調整を行っています。
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4. 会計方針に関する事項
（1）重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券
その他有価証券
・時価のあるもの…期末日の市場価格等に基づく時価法を採用しています。（評価差

額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法によ
り算定）

・時価のないもの…移動平均法による原価法
② デリバティブ

時価法によっています。
③ たな卸資産

主として総平均法による原価法（収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）によってい
ますが、在外子会社５社は個別法による低価法によっています。

（2）重要な減価償却資産の減価償却の方法
① 有形固定資産（リース資産を除く）

主として定率法によっています。
但し、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）および2016年４
月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法によっています。
なお、主な耐用年数は次のとおりです。
建物及び構築物 ３～50年
機械装置及び運搬具 ２～17年

② 無形固定資産（リース資産を除く）
定額法によっています。
なお、自社利用ソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく
定額法によっています。

③ リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リース期間を耐
用年数とし、残存価額を零とする定額法によっています。

宝印刷株式会社 2019年11月14日 09時53分 $FOLDER; 27ページ （Tess 1.50(64) 20181220_01）



招
集
ご
通
知

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類
等

計
算
書
類
等

株
主
総
会
参
考
書
類

― 28 ―

（3）重要な引当金の計上基準
① 貸倒引当金

金銭債権の貸倒による損失に備えて、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念
債権等特定の債権については個別に債権の内容を勘案し、その回収不能見込額を計上し
ています。

② 賞与引当金
一部の連結子会社は、従業員に対して支給する賞与の支出に備えて、支給見込額に基づ
き計上しています。

（4）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準
外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益
として処理しています。なお、在外連結子会社の資産および負債並びに収益および費用
は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算
調整勘定および非支配株主持分に含めて表示しています。

（5）退職給付に係る会計処理の方法
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度までの期間に帰属させる
方法については、給付算定式基準によっています。数理計算上の差異は、発生年度に一括
費用処理しています。また、一部の連結子会社は、退職給付に係る負債および退職給付費
用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡
便法を採用しています。

（6）のれんの償却方法及び償却期間
のれんの償却については、５年間の均等償却を行っています。

（7）消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は税抜方式によっています。

　
（表示方法の変更）

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用に伴う変更）
「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号2018年２月16日）に
伴う、「会社法施行規則及び会社計算規則の一部を改正する省令」（法務省令第５号2018年
３月26日）を当連結会計年度から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分
に表示し、繰延税金負債は固定負債の区分に表示しています。
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（連結貸借対照表に関する注記）
1. 担保提供資産

担保資産の内容及びその金額
たな卸資産 1,083,499千円
投資有価証券 160,405千円
合計 1,243,904千円

担保に係る債務の金額
買掛金 515,531千円
短期借入金 215,840千円
合計 731,371千円

　
2. 有形固定資産の減価償却累計額 1,923,014千円
　
3. 保証債務

下記の銀行借入等に対し、保証を行っています。
三洋東知（上海）橡胶有限公司 25,089千円
PT. Sanyo Trading Indonesia 21,784千円
合計 46,873千円

　
4. 輸出手形割引高 1,634千円
　

（連結損益計算書に関する注記）
　 災害による損失

「2019年９月台風第15号」の影響によるたな卸資産の浸水被害等による損失額です。
なお、被害の損失については、損害保険を付保しています。
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（連結株主資本等変動計算書に関する注記）
1. 当連結会計年度の末日における発行済株式の種類および総数

普通株式 14,503,854株
　
2. 配当に関する事項

① 配当金支払額
　

決議 株式の種類
配当金の

総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

2018年11月６日
取締役会 普通株式 486,733 34.00 2018年９月30日 2018年11月30日

2019年５月13日
取締役会 普通株式 529,679 37.00 2019年３月31日 2019年６月11日

　

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度とな
るもの

　

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の

総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

2019年11月６日
取締役会 普通株式 利益剰余金 529,674 37.00 2019年

９月30日
2019年

11月29日
　
3. 当連結会計年度の末日における新株予約権の目的となる株式の種類および数

普通株式 96,500株
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（金融商品に関する注記）
1. 金融商品の状況に関する事項
（1）金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの借
入により資金を調達しています。デリバティブ取引は、主に事業活動上生じる為替変動リ
スク等の市場リスクを回避する目的で行っています。

（2）金融商品の内容及びそのリスク、並びにリスク管理体制
営業債権である受取手形及び売掛金、電子記録債権は、顧客の信用リスクに晒されていま
す。
当該リスクに関しては、当社グループの取引管理規程に従い、取引先からの回収期日管理
および残高管理を行うとともに、主な取引先の信用状況を定期的に把握する体制としてい
ます。営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが１年以内の支払期日です。
外貨建ての営業債権、外貨建ての営業債務については、債権、債務ともに先物為替予約お
よび通貨オプションを利用して為替リスクをヘッジしています。但し、売側買側ともに同
じ外貨での取引についてはネットしたポジションについてのみ原則として先物為替予約お
よび通貨オプションを利用してヘッジしています。
投資有価証券である株式は、市場価格の変動リスクに晒されていますが、主に業務上関係
を有する企業の株式であり、定期的に時価や発行体の財務状況を把握し、営業取引および
財務取引の状況を勘案して保有状況を随時見直しています。
短期借入金および長期借入金は主に営業取引に係る資金調達です。
デリバティブ取引は、外貨建ての営業債権債務に係る為替の変動リスクに対するヘッジを
目的とした先物為替予約取引および通貨オプション取引です。

（3）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算
定された価額が含まれています。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるた
め、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。
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2. 金融商品の時価等に関する事項
2019年９月30日における連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、次
のとおりです。

　

連結貸借対照表
計上額（千円）

時価
（千円）

差額
（千円）

（1）現金及び預金 4,548,545 4,548,545 －
（2）受取手形及び売掛金 16,440,959
（3）電子記録債権 1,038,506

貸倒引当金*1 △31,961
17,447,505 17,447,505 －

（4）投資有価証券 2,234,137 2,234,137 －
資産計 24,230,187 24,230,187 －

（5）支払手形及び買掛金 8,348,338 8,348,338 －
（6）短期借入金 1,189,283 1,189,283 －
（7）長期借入金（１年以内返済予定

の長期借入金を含む） 120,000 119,752 △247

負債計 9,657,622 9,657,375 △247
（8）デリバティブ取引*2 (54,947) (54,947) －
　

*1 受取手形及び売掛金、電子記録債権については対応する貸倒引当金を控除しています。
*2 デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目に

ついては、（ ）で表示しています。
　
（注）1. 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券およびデリバティブ取引に関する事項
（1）現金及び預金、（2）受取手形及び売掛金、（3）電子記録債権

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっていま
す。

（4）投資有価証券
これらの時価について、株式等は取引所の価格によっています。

（5）支払手形及び買掛金、（6）短期借入金
これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によ
っています。

（7）長期借入金
これらの時価については、新たに同一残存期間の借入を同様の条件の下で行う場合に適用される利率を使
用して、将来の見積りキャッシュ・フローを割引くことにより算定しています。

（8）デリバティブ取引
取引金融機関から提示された価格によっています。
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（注）2. 非上場株式等（連結貸借対照表計上額1,027,613千円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・
フローを見積もることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「（4）投
資有価証券」には含めていません。

　
（注）3. 金銭債権および満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額
　

１年以内
（千円）

１年超
５年以内
（千円）

５年超
（千円）

預金 4,540,302 － －
受取手形及び売掛金 16,440,959 － －
電子記録債権 1,038,506 － －

合計 22,019,768 － －
　
（注）4. 長期借入金の連結決算日後の返済予定額
　

１年以内
（千円）

１年超
２年以内
（千円）

２年超
３年以内
（千円）

長期借入金 50,000 － 70,000
合計 50,000 － 70,000

　
３年超

４年以内
（千円）

４年超
５年以内
（千円）

５年超
（千円）

長期借入金 － － －
合計 － － －

　

宝印刷株式会社 2019年11月14日 09時53分 $FOLDER; 33ページ （Tess 1.50(64) 20181220_01）



招
集
ご
通
知

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類
等

計
算
書
類
等

株
主
総
会
参
考
書
類

― 34 ―

（賃貸等不動産に関する注記）
当社は、東京都その他の地域において、賃貸用のオフィスビル等を有しています。2019年９
月期における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は80,097千円（賃貸収益は売上高に、主な
賃貸費用は売上原価に計上）です。
また、当該賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、当連結会計年度増減額および時価は次のと
おりです。

　

連結貸借対照表計上額（千円） 当連結会計年度末の
時価（千円）当連結会計年度

期首残高
当連結会計年度

増減額
当連結会計年度

末残高
263,007 △9,268 253,739 1,105,374

　

（注）1. 連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額です。
2. 当連結会計年度増減額のうち、主な減少額は減価償却費です。
3. 期末の時価は、社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基づきます。

但し、直近の評価時点から、一定の評価額や適切に市場価格を反映していると考えられる指標に重要
な変動が生じていない場合には、当該評価額や指標を用いて調整した金額によっています。

　
（１株当たり情報に関する注記）
1. １株当たり純資産額 2,022円63銭
2. １株当たり当期純利益 280円73銭
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（重要な後発事象に関する注記）
（取得による企業結合）
当社は、2019年10月31日付で株式会社ワイピーテック（以下、「ワイピーテック」）の全株
式を取得し、子会社化しました。

1．企業結合の概要
(1) 被取得企業の名称および事業の内容

被取得企業の名称 株式会社ワイピーテック
事業の内容 機能性飼料原料ならびに飼料添加物の輸入販売
事業の規模 総資産額 1,089百万円
　 売上高 2,796百万円
　 資本金 10百万円

(2) 企業結合を行った主な理由
ワイピーテックは、機能性飼料原料と飼料添加物の輸入販売を手掛ける専門商社です。技
術営業力に優れ専門性の高いニッチで高付加価値な商材を得意とし、当社化学品事業部畜
産 事 業 と の 相 乗 効 果 が 見 込 ま れ ま す。畜 産 分 野 は 当 社 グ ル ー プ 長 期 経 営 計 画

「VISION2023」にて重要な注力分野の１つと位置付けており、今回の株式取得はその達
成に向けた着実な布石として、企業価値向上に寄与するものと判断しました。

(3) 株式取得の相手会社の名称
ヨシモトポール株式会社

(4) 企業結合日
2019年10月31日

(5) 企業結合の法的形式
現金を対価とする株式取得

(6) 結合後企業の名称
変更ありません。

(7) 取得した議決権比率
100％

(8) 取得企業を決定するに至った主な根拠
当社が現金を対価として全株式を取得したことによるものです。

2．被取得企業の取得原価および対価の種類ごとの内訳
当事者間の合意により非開示とさせて頂きます。
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3. 主要な取得関連費用の内容および金額
現時点では確定していません。

4. 発生したのれんの金額、発生原因、償却方法および償却期間
現時点では確定していません。

5．企業結合日に受け入れた資産および引き受ける負債の額ならびにその主な内容
現時点では確定していません。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書謄本
　

独立監査人の監査報告書
2019年11月15日

三 洋 貿 易 株 式 会 社
　取 締 役 会 御 中

EY新日本有限責任監査法人
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 竹 野 俊 成 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 跡 部 尚 志 ㊞

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、三洋貿易株式会社の2018年10月１日から2019
年９月30日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主
資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を
作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作
成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対する意見
を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して
監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的
な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監
査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に
基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない
が、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算
書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及び
その適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討す
ることが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠して、三洋貿易株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益
の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査等委員会の監査報告書謄本
　

監 査 報 告 書
　当監査等委員会は、2018年10月１日から2019年９月30日までの第73期事業年度における取締役の職
務の執行について監査いたしました。その方法および結果について報告いたします。
1. 監査の方法およびその内容

　監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロおよびハに掲げる事項に関する取締役会の決議
の内容ならびに当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システムに係る体制全般）について取締
役および使用人等からその構築および運用の状況につき定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、
意見を表明するとともに、下記の方法で監査を実施しました。
① 監査等委員会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、会社の内部統制部門と連携のうえ、重要な

会議に出席し、取締役および使用人等からその職務の執行に関する報告を受け、必要に応じて説明を求
め、重要な決裁書類等を閲覧し、本店および主要な事業所において業務および財産の状況を調査しまし
た。また、子会社については、子会社の取締役および監査役等と意思疎通および情報の交換を図り、必
要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

② 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視および検証するととも
に、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、
会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各
号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（2005年10月28日企業会計審議会）等に従って整
備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を受けました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告およびその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損
益計算書、株主資本等変動計算書および個別注記表）およびその附属明細書ならびに連結計算書類（連結
貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書および連結注記表）について検討いたしまし
た。

2. 監査の結果
（1）事業報告等の監査結果

① 事業報告およびその附属明細書は、法令および定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと
認めます。

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為または法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められ
ません。

③ 内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制シ
ステムに関する事業報告の記載内容および取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認めら
れません。

（2）計算書類およびその附属明細書の監査結果
　会計監査人EY新日本有限責任監査法人の監査の方法および結果は相当であると認めます。

（3）連結計算書類の監査結果
　会計監査人EY新日本有限責任監査法人の監査の方法および結果は相当であると認めます。

　 2019年11月18日

三洋貿易株式会社 監査等委員会
常勤監査等委員 高 須 淳 ㊞
監査等委員 山 田 洋之助 ㊞
監査等委員 長谷川 麻 子 ㊞

（注） 監査等委員山田洋之助および長谷川麻子は、会社法第２条第15号および第331条第６項に規定する
社外取締役であります。
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貸 借 対 照 表
　

（2019年９月30日現在）
（単位：千円）

　

科 目 金 額 科 目 金 額
（資 産 の 部） （負 債 の 部）

流 動 資 産 28,004,206 流 動 負 債 12,138,432
現 金 及 び 預 金 2,856,980 支 払 手 形 96,490
受 取 手 形 891,683 買 掛 金 6,224,132
電 子 記 録 債 権 942,581 短 期 借 入 金 584,601
売 掛 金 12,364,581 １年内返済予定の長期借入金 50,000
商 品 8,644,665 短 期 リ ー ス 債 務 6,826
未 着 商 品 1,371,309 未 払 金 287,973
前 渡 金 231,274 未 払 費 用 213,058
前 払 費 用 95,809 未 払 法 人 税 等 944,479
関 係 会 社 短 期 貸 付 金 371,016 前 受 金 1,289,644
未 収 入 金 76,402 預 り 金 2,370,827
そ の 他 181,742 そ の 他 70,397
貸 倒 引 当 金 △23,839 固 定 負 債 953,358
固 定 資 産 10,201,097 長 期 借 入 金 70,000
有形固定資産 1,688,558 長 期 リ ー ス 債 務 9,880

建 物 1,249,906 退 職 給 付 引 当 金 772,764
構 築 物 7,589 長 期 預 り 金 100,712
機 械 及 び 装 置 11,767 負 債 合 計 13,091,791
工 具、 器 具 及 び 備 品 62,545 （純 資 産 の 部）
土 地 340,498 株 主 資 本 24,294,087
有 形 リ ー ス 資 産 16,251 資本金 1,006,587
無形固定資産 814,511 資本剰余金 424,584

借 地 権 3,255 資 本 準 備 金 367,844
ソ フ ト ウ エ ア 589,001 そ の 他 資 本 剰 余 金 56,740
の れ ん 214,513 利益剰余金 23,044,031
電 話 加 入 権 7,305 利 益 準 備 金 159,685
水 道 施 設 利 用 権 435 そ の 他 利 益 剰 余 金 22,884,345
投資その他の資産 7,698,027 固定資産圧縮積立金 12,238

投 資 有 価 証 券 2,393,000 特 別 償 却 準 備 金 2,718
関 係 会 社 株 式 4,132,170 別 途 積 立 金 10,000,000
出 資 金 100 繰 越 利 益 剰 余 金 12,869,388
関 係 会 社 出 資 金 496,718 自己株式 △181,115
長 期 貸 付 金 3,507 評価・換算差額等 724,401
関 係 会 社 長 期 貸 付 金 200,000 その他有価証券評価差額金 724,401
長 期 前 払 費 用 40,551 新 株 予 約 権 95,023
預 託 保 証 金 152,473
繰 延 税 金 資 産 95,400
そ の 他 185,083
貸 倒 引 当 金 △976 純 資 産 合 計 25,113,512

資 産 合 計 38,205,303 負 債 純 資 産 合 計 38,205,303
　

（注） 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しています。
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損 益 計 算 書
　

（2018
2019

年
年

10
９

月
月

１
30

日から
日まで）

（単位：千円）
　

科 目 金 額
売上高 61,216,065
売上原価 50,276,790
売上総利益 10,939,274
販売費及び一般管理費 6,625,428
営業利益 4,313,846
営業外収益

受取利息 6,636
受取配当金 410,200
為替差益 196,990
その他 115,998 729,826

営業外費用
支払利息 18,182
売上割引 8,823
その他 29,327 56,333
経常利益 4,987,339
特別利益

受取補償金 17,641 17,641
特別損失

災害による損失 29,382 29,382
税引前当期純利益 4,975,598
法人税、住民税及び事業税 1,580,464
法人税等調整額 △64,534
当期純利益 3,459,667

　

（注） 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しています。
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株主資本等変動計算書
　

（2018
2019

年
年

10
９

月
月

１
30

日から
日まで）

（単位：千円）
　

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本
準備金

その他
資本

剰余金

資本
剰余金
合計

利益
準備金

その他利益剰余金 利益
剰余金
合計

固定資産
圧縮

積立金
特別償却
準備金

別途
積立金

繰越利益
剰余金

当期首残高 1,006,587 367,844 56,740 424,584 159,685 12,238 4,077 10,000,000 10,424,774 20,600,775
当期変動額

剰余金の配当 　 　 　 　 　 　 　 　 △1,016,412 △1,016,412
当期純利益 　 　 　 　 　 　 　 　 3,459,667 3,459,667
自己株式の取得
特別償却準備
金の取崩 　 　 　 　 　 　 △1,359 　 1,359 －

株主資本以外
の項目の当期
変動額（純額)

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

当期変動額合計 － － － － － － △1,359 － 2,444,614 2,443,255
当期末残高 1,006,587 367,844 56,740 424,584 159,685 12,238 2,718 10,000,000 12,869,388 23,044,031
　

株主資本 評価・換算差額等
新株予約権 純資産合計

自己株式 株主資本合計 その他有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

当期首残高 △180,813 21,851,134 1,049,225 1,049,225 72,911 22,973,272
当期変動額

剰余金の配当 　 △1,016,412 　 　 　 △1,016,412
当期純利益 　 3,459,667 　 　 　 3,459,667
自己株式の取得 △302 △302 △302
特別償却準備
金の取崩 　 － 　 　 　 －

株主資本以外
の項目の当期
変動額（純額)

　 　 △324,824 △324,824 22,112 △302,712

当期変動額合計 △302 2,442,952 △324,824 △324,824 22,112 2,140,240
当期末残高 △181,115 24,294,087 724,401 724,401 95,023 25,113,512

　

（注） 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しています。

宝印刷株式会社 2019年11月14日 09時53分 $FOLDER; 41ページ （Tess 1.50(64) 20181220_01）



招
集
ご
通
知

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類
等

計
算
書
類
等

株
主
総
会
参
考
書
類

― 42 ―

個別注記表
　

　
（重要な会計方針に係る事項に関する注記）
1. 資産の評価基準及び評価方法
（1）有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び
関連会社株式

…移動平均法による原価法

その他有価証券
・時価のあるもの…期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入

法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）
・時価のないもの…移動平均法による原価法

（2）デリバティブの評価基準及び評価方法
時価法によっています。

（3）たな卸資産の評価基準及び評価方法
主として総平均法による原価法（収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）によっていま
す。

　
2. 固定資産の減価償却の方法
（1）有形固定資産（リース資産を除く）

定率法によっています。
但し、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）および2016年４月
１日以降に取得した建物附属設備および構築物については、定額法によっています。
なお、主な耐用年数は次のとおりです。

建物 ３～39年
工具、器具及び備品 ２～20年

（2）無形固定資産（リース資産を除く）
定額法によっています。
なお、のれんについては、５年間の均等償却を行っています。また、自社利用のソフトウ
ェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっています。

（3）リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リース期間を耐用
年数とし、残存価額を零とする定額法によっています。

宝印刷株式会社 2019年11月14日 09時53分 $FOLDER; 42ページ （Tess 1.50(64) 20181220_01）



― 43 ―

3. 引当金の計上基準
（1）貸倒引当金

金銭債権の貸倒による損失に備えて、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債
権等特定の債権については個別に債権の内容を勘案し、その回収不能見込額を計上してい
ます。

（2）退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計
上しています。なお、退職給付の算定にあたり退職給付見込額を当事業年度末までの期間
に帰属させる方法については、給付算定式基準によっています。また、数理計算上の差異
は、発生時に一括費用処理しています。

　
4. その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
（1）外貨建の資産および負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、期末の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として
処理しています。

（2）消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は税抜方式によっています。

　
（表示方法の変更）

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用に伴う変更）
「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号2018年２月16日）に
伴う、「会社法施行規則及び会社計算規則の一部を改正する省令」（法務省令第５号2018年
３月26日）を当事業年度から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表
示し、繰延税金負債は固定負債の区分に表示しています。
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（貸借対照表に関する注記）
1. 担保提供資産

担保資産の内容およびその金額
投資有価証券 160,405千円
合計 160,405千円

担保に係る債務の金額
買掛金 515,531千円
合計 515,531千円

　
2. 有形固定資産の減価償却累計額 1,376,522千円
　
3. 保証債務

下記の銀行借入金等に対し、保証を行っています。
（関係会社）

Sanyo Corporation of America 114,817千円
三洋物産貿易（上海）有限公司 63,391千円
Sanyo Trading Asia Co., Ltd. 5,173千円
三洋東知（上海）橡胶有限公司 25,089千円
Sun Phoenix Mexico, S.A. de C.V. 261,408千円
PT. Sanyo Trading Indonesia 21,784千円
合計 491,664千円

　
4. 輸出手形割引高 1,634千円

5. 関係会社に対する金銭債権および金銭債務（区分表示したものを除く。）
短期金銭債権 743,250千円
短期金銭債務 2,252,360千円
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（損益計算書に関する注記）
1. 関係会社との取引高

売上高 2,962,344千円
仕入高 2,126,960千円
その他営業取引高 127,970千円
営業外取引高 403,873千円

　
2. 災害による損失

「2019年９月台風第15号」の影響によるたな卸資産の浸水被害等による損失額です。
なお、被害の損失については、損害保険を付保しています。

（株主資本等変動計算書に関する注記）
当事業年度末における自己株式の総数 188,314株
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（税効果会計に関する注記）
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
繰延税金資産

貸倒引当金 7,598千円
未払賞与等 38,713千円
退職給付引当金 236,620千円
未払事業税 50,705千円
たな卸資産評価損 26,148千円
投資有価証券評価損 64,222千円
出資金評価損 74,093千円
減損損失 54,716千円
その他 104,551千円

繰延税金資産小計 657,372千円
評価性引当額 △221,316千円

繰延税金資産合計 436,055千円
繰延税金負債

固定資産圧縮積立金 △5,822千円
特別償却準備金 △1,199千円
その他有価証券評価差額金 △283,509千円
たな卸資産認定損 △50,123千円
繰延税金負債合計 △340,655千円

繰延税金資産（負債）の純額 95,400千円
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（関連当事者との取引に関する注記）
（1）当社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等

該当事項はありません。
　
（2）当社の子会社及び関連会社等

　

種類 会社等の
名称 所在地

資本金
または
出資金

事業の内容
議決権等の

所有(被所有)
割合（％)

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額

（千円） 科目 期末残高
（千円）

子会社

コスモス
商事㈱

東京都
千代田区

100,000
千円

資源エネルギ
ー開発機器の
輸入販売

(所有)
直接100.0

(被所有)
直接 －
間接 －

資金の受託
等 資金の受託 1,120,000 預り金 1,120,000

㈱ケムイン
ター

東京都
千代田区

12,960
千円

化学品の輸出
入および国内
販売

(所有)
直接 76.8

(被所有)
直接 －
間接 －

商品の販売 資金の受託 1,000,000 預り金 1,000,000

　

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注） 一般取引条件を参考にして決定しています。

　
（3）当社と同一の親会社をもつ会社等及び当社のその他の関係会社の子会社等

該当事項はありません。
　
（4）当社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等

該当事項はありません。
　

（１株当たり情報に関する注記）
1. １株当たり純資産額 1,747円65銭
2. １株当たり当期純利益 241円67銭
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（重要な後発事象に関する注記）
（取得による企業結合）

当社は、2019年10月31日付で株式会社ワイピーテック（以下、「ワイピーテック」）の全
株式を取得し、子会社化しました。

1． 企業結合の概要
(1) 被取得企業の名称および事業の内容

被取得企業の名称 株式会社ワイピーテック
事業の内容 機能性飼料原料ならびに飼料添加物の輸入販売
事業の規模 総資産額 1,089百万円
　 売上高 2,796百万円
　 資本金 10百万円

(2）企業結合を行った主な理由
ワイピーテックは、機能性飼料原料と飼料添加物の輸入販売を手掛ける専門商社です。技
術営業力に優れ専門性の高いニッチで高付加価値な商材を得意とし、当社化学品事業部畜
産 事 業 と の 相 乗 効 果 が 見 込 ま れ ま す。畜 産 分 野 は 当 社 グ ル ー プ 長 期 経 営 計 画

「VISION2023」にて重要な注力分野の１つと位置付けており、今回の株式取得はその達
成に向けた着実な布石として、企業価値向上に寄与するものと判断しました。

(3) 株式取得の相手会社の名称
ヨシモトポール株式会社

(4) 企業結合日
2019年10月31日

(5) 企業結合の法的形式
現金を対価とする株式取得

(6) 結合後企業の名称
変更ありません。

(7) 取得した議決権比率
100％

(8) 取得企業を決定するに至った主な根拠
当社が現金を対価として全株式を取得したことによるものです。

2． 被取得企業の取得原価および対価の種類ごとの内訳
当事者間の合意により非開示とさせて頂きます。
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3. 主要な取得関連費用の内容および金額
現時点では確定していません。

4． 発生したのれんの金額、発生原因、償却方法および償却期間
現時点では確定していません。

5． 企業結合日に受け入れた資産および引き受ける負債の額ならびにその主な内容
現時点では確定していません。

（連結配当規制に関する注記）
当社は、連結配当規制適用会社です。
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会計監査人の監査報告書謄本
　

独立監査人の監査報告書
2019年11月15日

三 洋 貿 易 株 式 会 社
　取 締 役 会 御 中

EY新日本有限責任監査法人
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 竹 野 俊 成 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 跡 部 尚 志 ㊞

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、三洋貿易株式会社の2018年10月１日から
2019年９月30日までの第73期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変
動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及びそ
の附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計
算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用
することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明細
書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の
基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示
がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施すること
を求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が
実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重
要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意
見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手
続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。ま
た、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も
含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業
会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要
な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
　

以 上
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株主総会参考書類
　
第１号議案　取締役（監査等委員である者を除く。）６名選任の件

　取締役（監査等委員である者を除く。以下、本議案において同じ。）全員は、本総会終結の
時をもって任期満了となります。つきましては、経営体制の一層の強化を図るため１名増員し
て取締役６名の選任をお願い申し上げます。
　なお、監査等委員会から、本議案につきましては特段の指摘すべき事項はないと報告を受け
ています。
　取締役候補者は次のとおりです。

　

候補者
番 号

氏 名
（生年月日） 略歴、地位、担当および重要な兼職の状況 当社株式

の所有数

１ 増
ます

　本
もと

　正
まさ

　明
あき

（ 1950年
９月17日）

1974年 ４ 月 当社へ入社
2002年11月 東京産業資材１部長兼名古屋産業資材１部長
2005年12月 東京産業資材１部長兼名古屋支店長
2008年10月 執行役員産業資材事業部長
2012年12月 取締役兼執行役員事業副本部長
2013年12月 代表取締役社長兼社長執行役員
2018年12月 取締役会長（現任）

15,000株

【取締役候補者とした理由】
2013年代表取締役就任以来、経営者として優れたリーダーシップを発揮し、当社事業を拡大してきま
した。その豊富な事業経験や、幅広い知識と見識から、引き続き取締役として当社経営を担う役割に
相応しいと判断しました。

２ 新
しん

　谷
たに

　正
まさ

　伸
のぶ

（ 1958年
６月28日）

1982年 ４ 月 当社へ入社
2008年10月 東京ゴム３部長
2010年10月 事業本部付部長
2012年 １ 月 Sanyo Corporation of America 社長
2012年10月 執行役員Sanyo Corporation of America 社長
2013年12月 取締役兼執行役員事業本部長
2014年10月 取締役兼執行役員経営戦略室長
2018年12月 代表取締役社長兼社長執行役員（現任）

20,000株

【取締役候補者とした理由】
長年の営業・企画経験に加え、北米・アジアでの豊富な海外駐在経験から、グローバルな視点での当
社グループ全体の事業および経営を推進していく役割が期待できると判断しました。
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日） 略歴、地位、担当および重要な兼職の状況 当社株式

の所有数

３ 中
なか

　村
むら

　浩
ひろ

　人
と

（ 1960年
３月22日）

1984年 ４ 月 当社へ入社
2006年10月 東京ゴム1部長
2010年10月 ゴム事業部長
2013年10月 執行役員ゴム事業部長
2017年12月 取締役兼執行役員ゴム事業部長
2018年12月 取締役兼執行役員事業部門担当兼ゴム事業部長（現

任）

32,800株

【取締役候補者とした理由】
長年の営業経験に加え、北米・中国での豊富な海外駐在経験から、グローバルな視点での当社グルー
プ全体の事業および営業を推進していく役割が期待できると判断しました。

４ 白
しら

　井
い

　 浩
ひろし

（ 1959年
１月８日）

1982年 ４ 月 当社へ入社
2006年10月 Sanyo Corporation of America 社長
2009年 ４ 月 東京化学品２部長
2013年10月 執行役員経営企画室長
2014年10月 執行役員総務部長
2015年10月 執行役員管理部門統括
2017年12月 取締役兼執行役員管理部門担当（現任）

6,800株

【取締役候補者とした理由】
営業部門、管理部門、海外現地法人での長年の経験や幅広い知識と見識からグループ全体の事業およ
び管理を推進していく役割ができると判断しました。

５
※

進
しん

　藤
どう

　健
けん

　一
いち

（ 1961年
４月26日）

1985年 ４ 月 当社へ入社
2006年10月 機械・生活産業事業部1部長
2009年 ４ 月 機械資材事業部長
2013年10月 執行役員機械・資材事業部長
2013年12月 執行役員Sanyo Corporation of America 社長
2016年10月 執行役員化学品事業部長
2017年12月 執行役員機械・環境事業部長（現任）
2018年12月 三洋機械工業(株)代表取締役社長（現任）

13,700株

【取締役候補者とした理由】
長年の営業経験に加え、北米での豊富な海外駐在経験から、グローバルな視点での当社グループ全体
の事業および営業を推進していく役割が期待できると判断しました。
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日） 略歴、地位、担当および重要な兼職の状況 当社株式

の所有数

６ 宮
みや

　嶋
じま

　之
ゆき

　雄
お

（ 1953年
４月20日）

1978年 ４ 月 日綿實業(株)（現双日(株)）入社
2004年 ４ 月 双日(株)常務執行役員
2005年 ４ 月 双日インシュアランス(株)代表取締役社長
2017年12月 当社社外取締役（非常勤）（現任）
2019年 ６ 月 (株)ゼンショーホールディングス社外取締役（監査等

委員）（現任）

―株

【社外取締役候補者とした理由】
長年にわたる商社勤務での豊富な経験・知見を有しており、また経営者として会社経営・組織運営の
経験も豊富で、引き続き当社の企業価値向上に尽力していただけるものと判断しました。
当社社外取締役就任期間は本総会の終結の時をもって２年となります。

　

（注）1. 上記各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
2. 宮嶋之雄氏は社外取締役候補者です。
3. 当社は、金融商品取引所の定めに従い、宮嶋之雄氏を独立役員として届け出ています。同氏の再任

が承認された場合、引き続き独立役員となる予定です。
4. 当社と宮嶋之雄氏は会社法第427条第１項の規定にもとづき、同法第423条第１項の損害賠償責任

を限定する契約を締結しています。なお、当該契約にもとづく損害賠償責任の限度額は、会社法第
425条第１項に定める最低責任限度額としています。同氏が再任された場合は、当該契約を継続す
る予定です。

5. ※は新任の取締役候補者です。
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第２号議案　監査等委員である取締役３名選任の件
　監査等委員である取締役全員は、本総会終結の時をもって任期満了となります。つきまして
は、監査等委員である取締役３名の選任をお願い申し上げます。
　なお、本議案につきましては監査等委員会の同意を得ております。
　監査等委員である取締役の候補者は次のとおりです。

　

候補者
番 号

氏 名
（生年月日） 略歴、地位、担当および重要な兼職の状況 当社株式

の所有数

１
※

西
にし

　村
むら

　泰
やす

　彦
ひこ

（ 1957年
６月21日）

1980年 ４ 月 (株)東京銀行（現(株)三菱ＵＦＪ銀行）入行
2003年11月 同行丸ノ内支社法人第二部長
2004年12月 同行王子支社長
2009年 ３ 月 当社へ入社、財務部長（現任）

14,500株

【監査等委員である取締役候補者とした理由】
金融機関での実務経験と海外駐在経験から幅広い見識を有しており、当社財務部長として社内事情に
も精通していることから、監査等委員である取締役としての職務を適切に遂行できるものと判断しま
した。

２ 山
やま

　田
だ

　洋之助
よう の すけ

（ 1959年
５月２日）

1989年10月 山田法律事務所（現山田・合谷・鈴木法律事務所）
所属（現任）

1994年12月 当社社外監査役
2004年 ６ 月 三菱倉庫(株)社外監査役（非常勤）（現任）
2014年12月 当社社外取締役
2017年12月 当社社外取締役（監査等委員）（現任）

6,000株

【監査等委員である社外取締役候補者とした理由】
過去に社外取締役または社外監査役となること以外の方法で、直接会社の経営に関与された経験はあ
りませんが、弁護士として企業法務に精通されており、その見識と経験にもとづき当社の経営を監督、
監査していただくことにより、引き続き監査等委員である社外取締役としての職務を適切に遂行いた
だけるものと判断しました。
当社社外取締役就任期間は本総会の終結の時をもって５年、当社社外取締役（監査等委員）就任期間
は本総会の終結の時をもって２年となります。

３ 長谷
は せ が わ

川　麻
あさ

　子
こ

（ 1965年
５月28日）

1988年 ４ 月 兼松(株)入社
2000年10月 朝日監査法人（現有限責任あずさ監査法人）入所
2004年12月 長谷川公認会計士事務所代表（現任）
2017年12月 当社社外取締役（監査等委員）（現任）

―株

【監査等委員である社外取締役候補者とした理由】
過去に直接会社の経営に関与された経験はありませんが、公認会計士として財務会計、税務に精通さ
れており、その見識と経験にもとづき当社の経営を監督、監査していただくことにより、引き続き監
査等委員である社外取締役としての職務を適切に遂行いただけるものと判断しました。
当社社外取締役（監査等委員）就任期間は本総会の終結の時をもって２年となります。
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（注）1. 上記各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
2. 山田洋之助氏および長谷川麻子氏は社外取締役候補者であります。
3. 当社は金融商品取引所の定めに従い、山田洋之助氏および長谷川麻子氏を独立役員として届け出て

います。両氏が再任された場合、引き続き独立役員となる予定です。
4. 当社と山田洋之助氏および長谷川麻子氏は会社法第427条第１項の規定にもとづき、同法第423条

第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しています。なお、当該契約にもとづく損害賠償責任
の限度額は、会社法第425条第１項に定める最低責任限度額としています。両氏が再任された場合
は、当該契約を継続する予定です。また、西村泰彦氏が原案どおり選任された場合、同様の責任限
定契約を締結する予定です。

5. ※は新任の監査等委員である取締役候補者です。

第３号議案　補欠の監査等委員である取締役１名選任の件
　監査等委員である取締役が法令に定めた員数を欠くこととなる場合に備え、全ての監査等委
員である取締役の補欠として、予め補欠の監査等委員である取締役１名の選任をお願い申し上
げます。
　なお、本議案につきましては監査等委員会の同意を得ています。
　補欠の監査等委員である取締役候補者は次のとおりです。

　

氏 名
（生年月日） 略歴、地位、担当および重要な兼職の状況 当社株式

の所有数

杉
すぎ

　田
た

　喜
き

　逸
いつ

（ 1952年
６月18日）

1971年 ４ 月 国税庁入庁
2011年 ７ 月 紋別税務署長
2012年 ７ 月 木更津税務署長
2013年 ７ 月 国税庁退職
2013年 ８ 月 杉田喜逸税理士事務所 代表（現任）

―株

【補欠の監査等委員である社外取締役候補者とした理由】
過去に直接会社の経営に関与された経験はありませんが、税理士として税務に精通されており、その見識と経
験にもとづき当社の経営を監督、監査していただくことにより、監査等委員である社外取締役としての職務を
適切に遂行いただけるものと判断しました。

　

（注）1. 杉田喜逸氏と当社との間には特別の利害関係はありません。
2. 杉田喜逸氏は、補欠の社外取締役候補者です。
3. 当社は杉田喜逸氏が監査等委員である取締役に就任した場合、金融商品取引所の定めに従い、同氏

を独立役員として届け出る予定です。
4. 当社は杉田喜逸氏が監査等委員である取締役に就任した場合、同氏との間で会社法第427条第１項

の規定にもとづき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結する予定です。当該
契約にもとづく賠償責任限度額は、会社法第425条第１項に定める最低責任限度額とします。
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第４号議案　取締役（監査等委員である者を除く。）の報酬額改定の件
　当社取締役（監査等委員である者を除く。以下、本議案において同じ。）の報酬額は、2015
年12月17日開催の第69期定時株主総会において年額170百万円以内（うち社外取締役分は年
額10百万円以内）とご決議いただき今日に至っておりますが、その後の経営環境の変化によ
り業績に連動する報酬部分を増やすなど、今後の役員報酬の機動的な運用を可能とするため、
取締役の報酬額を年額250百万円以内（うち社外取締役分は年額20百万円以内）に改定させ
ていただきたいと存じます。
　なお、取締役の報酬等の額には、従来どおり使用人兼務取締役の使用人分給与は含まないも
のといたしたいと存じます。
　現在の取締役は５名（うち社外取締役１名）でありますが、第１号議案「取締役（監査等委
員である者を除く。）６名選任の件」の効力が生じますと、取締役は６名（うち社外取締役１
名）となります。

以 上
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株主総会会場ご案内図
　

　
東京都千代田区大手町一丁目４番１号
ＫＫＲホテル東京11階
「孔雀の間」
代表電話 03-3287-2921

　

　
交通

アクセス
のご案内

◆東京メトロ東西線 「竹橋駅」 ３ｂ出口直結

　
駐車場の用意はしておりませんので、お車でのご来場はご遠慮くださいますようお願い申し
上げます。
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